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1 はじめに

目的信託に関する制定法をもつ offshoreでは，目的信託が幅広く利用さ

れ，飼主死亡後のペット動物の飼育のための信託の重要性は低い。これに比

べて，アメリカでは，主に飼主死亡後のペット動物の飼育のために，目的信

託が認められている。これはその他の徳義上の信託が通常認められるのと同

じ理論に基づいて，アメリカ人が主にペット動物のために有効な信託を設定

したいと望んだからである。飼主死亡後のペット動物の飼育のための信託の

人気は，明らかに1993年改正 U niform Probate Code2‐907条 b 項に反映

している。判例（Paxton v. Co m missioner, 520 F.2d 923, 925 (9th Cir.

1975)）を通じて目的信託を認めた州（e.g.ペンシルバニア）もある。いずれ

にせよ，アメリカにおける目的信託の利用方法は限定的である 1）。

2 ぺット動物の飼育のための信託に関する判例法理

イングランド普通法裁判所（the co m m on law courts of England）は，

特定の動物の飼育のための遺贈を認めていたが，この手法はすぐにはアメリ
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カに伝わってこなかった。このような遺贈を認める際に，アメリカでは，永

久拘束禁止則および信託を強制する受益者の不在等が障害となったからであ

る。1923年ケンタッキー州最高裁判所判決（ Willett v. Willett, 247 S.W.

739 (K y. 1923)）が，特定の動物のための贈与は人道的な目的を有してい

るとして，その有効性をアメリカで初めて認めている 2）。ただし，その後20

世紀後半になるまで，このような贈与を有効とする判例は現れなかった。し

か し， U niform Probate Code (U PC) お よ び U niform Trust Code

(U T C)が制定され，かつ永久拘束禁止則を廃止する州法が増加して，特定

の動物のための遺贈を認めない 2 つの根拠は維持されなくなっている。

2 ‐ 1 信託法リステイトメント（Restate m ent of Trusts）の立場

第 3 次信託法リステイトメント47条 3）は，特定の非公益目的の信託，およ

び不確定なまたは一般的な，非公益目的のための信託を，目的信託（pur‑

pose trust）または徳義上の信託（honorary trust）として規定している。

特定の非公益目的の信託に含まれるものは，飼主死亡後の特定の動物つまり

ペット動物の飼育，遺贈者の墓の管理または記念碑の建立および管理を目的

とする信託である。不確定なまたは一般的な非公益目的の信託に含まれるも

のは，一定の金銭をその受贈者または受託者が適切であると考える対象に使

用する目的の信託である。信託法リステイトメントが想定している，特定の

動物の飼育のための信託の方式を，第 2 次信託法リステイトメント124条注

d 例 3 が示している。 A が，その所有する犬と共に，その犬を20年間飼育す

るための費用として1000ドルを信託として B に遺贈するという方法である 4）。

第 1 次信託法リステイトメント124条 5），第 2 次信託法リステイトメント124

条 6），および第 3 次信託法リステイトメント47条 2 項は，特定の動物の飼育

のための信託を無効とする立場とそのような信託を強制可能とする立場の中

庸をとるが，決して，強制を可能にする制度を提供してはいない。かえって，

財産的権利の移転が次の 2 要件を満たす場合，強制可能な信託が成立しない

ため，財産的権利の譲受人は義務を負わず，その財産的権利を財産的権利の

譲渡人が定めた目的のために使用することを強制することができないと定め
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ている。第 1 の要件は，財産的権利の移転が特定の非公益目的のためである

ということであり，第 2 の要件は，財産的権利の移転が，特定の受益者また

は特定可能な受益者を明示しないということである。第 1 および第 2 の要件

を満たす財産的権利の譲渡があった場合，譲受人は，その財産的権利を，非

公益目的であるペット動物の飼育のために使用する権限（power）を有する。

この権限行使の指針となる規定を，信託法リステイトメントは置いていない

が，この権限の行使には 2 つの制限がある。第 1 に，永久拘束禁止則の期間

を超えて，譲受人は，譲渡人の指定した目的のために財産的権利を使用する

権限を有さないという，永久拘束禁止則に基づく制限がある。第 2 に，裁判

所が，譲渡人の指定した財産の使用目的を気まぐれであると考える場合，譲

受人は，その目的のために財産的権利を使用することができないという，公

序に基づく制限がある。ちなみに，そのような財産的権利の譲受人が，その

権限を行使しない場合，その者は財産的権利を譲渡人（委託者）またはその

相続人のための復帰信託に基づき保有する。その譲受人は権限を他人に譲渡

することはできないとする説がある 7）。

したがって，第 1 次および第 2 次信託法リステイトメントによれば，特定

の動物の飼育のための財産的権利移転の法的効果は次のようになる。財産的

権利の譲受人が権限を行使できる期間を， 特定の動物の生存期間 と定め

る場合には，永久拘束禁止則に反して無効となる。なぜならば，永久拘束禁

止則の期間は，人の寿命によって計るものであり，動物の寿命で計るもので

はないからである。通常，財産権的権利移転時に生存している者の寿命に21

年間を加えた期間が永久拘束禁止則の期間であるが，この期間以内であって

も，動物の寿命を基準として権限を行使できる期間を定める条項は無効であ

る。なお，永久拘束禁止則の期間である21年間，譲受人が財産権的権利を使

用できるか否かについて信託法リステイトメントは言及していない。また，

移転した財産的権利の価額が目的に対して不合理に大きい場合，譲渡人の定

めた目的を気まぐれであると裁判所が判断し，譲受人の権限を停止して，財

産的権利は譲渡人の相続人に移転する 8）。

第 3 次信託法リステイトメント47条も，第 1 次および第 2 次信託法リステ
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イトメントの立場を基本的に承継している。ただし，特定の動物飼育のため

の信託の存続期間について異なる準則を示している。特定の動物飼育のため

の信託は，その目的に比して合理的な期間であれば，飼育する動物の寿命を

基準とした存続期間を定めたとしても，強制不能であるが有効だとしている。

その他の徳義上の信託の存続期間に関しても，特に許容しうる性質の非公益

目的であること，および適度の資源しか維持に必要でないことを根拠として，

例外が認められるとする。例えば，墓の管理のための信託は，死者の死亡時

に生存している死者の配偶者およびその子供の生存中，または遺言で指定さ

れた者の生存中，存続が認められる。なお，特定の動物の飼育のための信託

には，永久拘束禁止則を修正する制定法が適用される場合があるほか，修正

された永久拘束禁止則さえ適用されない場合があると言及されている 9）。

リステイトメントの立場は，ペット動物のための遺贈を無効とする判決よ

りは改善されている。しかし，リステイトメントの示す方法を適切に機能さ

せるためには，権限を有する者が，財産的権利の使用について法的に強制さ

れることがなく，個人的に利益を得ることもないため，飼育者の人選に腐心

することになる。また永久拘束禁止則によって無効とならない取り決めも必

要である。よって，飼主の死後にペット動物の飼育をする方法として優れた

ものではない10）。

2 ‐ 2 判例の分析

多くのアメリカの判例は，飼主の死後も長期間にわたってペット動物の飼

育をしようとする飼主の意思に効力を認めない。その判例の根拠は次のよう

に分析されている。第 1 に，動物は権原（title）を保有することができない。

第 2 に，その贈与は公益のためでない。第 3 に，その贈与は永久拘束禁止則

およびその関連する準則に反する。第 4 に，公序に反する，財産の気まぐれ

な使用である。第 5 に，飼主の意思を実現するための方法選択が誤っている

こと，または飼主の意思を実現しようとする者がいないことである11）。たと

えば，In re Howells' Estate, 145 Misc.557, 269 N.Y.S. 598 (Surro‑

gate's Court, Kings Cty. 1932)では，遺言による遺産処分に関する複数
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の指示のうち，自分の死後， 5 匹のペット動物を飼育させることが最も優先

的だと考えられる遺言信託が問題となった。まず遺産をそのペット動物の飼

育のために使用させ，残りを特定の人のために使用させる内容であり，信託

期間が遺言の条項で明示されず，遺言者およびその特定の人の死後も生きて

いた全てのペット動物が死ぬときに，その信託が終了すると解釈される内容

であったからである。この遺言は動物の寿命で信託期間が決定されるため無

効であると判断されている。その20年後にも In re Howells' Estateと似

たような立場を In the M atter of the Accounting of Elliot R. Fiske,

as Executor of A nna M. Filkins, Deceased, 203 Misc. 454, 120

N.Y.S. 2d 124 (1952)が示している12）。

他方で，飼主が自己の死後もペット動物の飼育をするために整えた取り決

めを許容した判決もある。それらの判決は次のような根拠に基づいている。

第 1 に，徳義上の信託は永久拘束禁止則に違反しない。例えば，In re

Searight's Estate 95 N.E.2d 779 (Ohio Ct. A pp. 1950)では，飼主が飼

犬を飼育者に遺贈し，かつ遺言執行者に1000ドルの預金を作らせた上で，そ

の飼犬の生存期間中，飼育者がその預金を 1 日75セントずつ飼犬の世話のた

めに使用できるようにする贈与を行っている。犬の生存期間と永久拘束禁止

則との関係については，遺言の文言を解釈して， 1 日75セントずつ費消す

れば，利子を勘案したとしても預金は最長 4 年 2 ヶ月しか続かない。したが

って，飼主は21年間よりもかなり短い確定できる期間を定めている。 と判

示している。また例えば，In re Lyon's Estate, 67 Pa. D.& C.2d 474

(C.P. Orphans' Ct. 1974)では，飼主が死亡時に農場にいる犬と馬をその

農場で死ぬまで世話するために，遺言執行者に遺産の元本とその利子を使う

ことを含む内容の贈与をした。遺贈の有効性および遺産の価額が目的に比し

て過大であることが本件で争われた。裁判所は， 信託を強制する地位およ

び受益権を有する法主体がいないため，当該飼主は伝統的な信託を設定して

いないが，信託法リステイトメントに照らして徳義上の信託を認めることが，

飼主の意思に適い，合理的である。 とし，永久拘束禁止則との関係につい

ては，理由を示さず，徳義上の信託の存続期間を単に21年に制限した。遺産
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額が過大であるか否かについては，飼主に計算違いがあったとして，犬等の

世話のために使用する遺産額を減額した。

第 2 に，ペット動物のための遺贈である旨の飼主の指示を嘆願（precato‑

ry）と解釈する。贈与に飼主が付した ペット動物のため という制限を，

嘆願の言葉と解すれば，ペット動物の飼育をする者に対する贈与自体は有効

と解することができる。この場合，ペット動物の世話を強制する効力は認め

られない。例えば，In re Forrester's Estate, 279 P. 721 (Colo. 1929)

は，食べ物を与えられず，虐待遺棄された牛，馬，犬および猫の救済に使用

するほか，自分の飼犬（Shep）の生存中の世話と住まいを提供し，飼犬の

死亡時には適切な埋葬をするために，自分の莫大な遺産を残すという遺言に

関するものである。特定の動物 Shepを選び出しているから，公益目的の贈

与全体が無効になるとして，遠縁の相続人が遺言の効力を争った。裁判所は，

Shepに関する部分の遺言は嘆願の言葉であり，公益目的の贈与は有効であ

ると判断した。

第 3 に，飼主の死後のペット動物の飼育を目的とする贈与を，人道的目的

の贈与と解釈する。人道的目的の贈与を有効とする制定法がある場合，飼主

の死後の飼犬の飼育のためになされた遺贈が人道的目的の贈与に含まれると

解し，有効とする立場である。たとえば， Willett v. Willett, 247 S.W.

739, 741 (K y. 1923)は，飼犬が日に 3 食，十分に餌を与えられ，家の中の

暖炉のそばにベッドを持ち，日々大切に扱われるなど，快適に暮らすために

は利子だけでは不十分な場合には元本1000ドルを，飼犬の生存中，使用する

旨の条項の有効性に関する。裁判所は，受託者が指名されていない点に関し

て，受託者の欠缺によって信託は無効とならないという衡平法の確立された

準則を適用し，かつ飼主が飼犬に対して直接贈与をしたのではなく，飼犬の

ために贈与をしたと判断して，ケンタッキー州の人道的目的の贈与を有効と

する制定法（K y. Stat. 317 (1966) (current version at

)）に基づいて，飼主の遺言の当該部分を有効としている。

第 4 に，権限（power of appointm ent）の付与と贈与があったと解釈す

る。つまり，ペット動物のための贈与は，人間である受贈者に対してなされ
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ており，その受贈者は同時に譲り受けた財産をペット動物のために使用する

権限も付与されていると解する訳である。この場合，徳義上の信託と同様に，

ペット動物の飼育を受贈者に強制することはできず，受贈者はペット動物の

飼育以外の目的に，贈与された財産を使用することが許される。ただし，こ

の場合，権限を行使する者のみが受贈者となり，権限は受贈者の死亡時に消

滅するので，永久拘束禁止則に関する問題は生じない13）。

第 5 に，ペット動物の飼主が人に対する条件付贈与をしたと解釈する。つ

まり，ペット動物を死ぬまで適切に飼育することを条件として，飼育者を受

贈者として贈与をしたと構成する。ただし，贈与に付された条件を停止条件

または解除条件と考えるかは問題となっている。In re Kieffer Estate, 21

Pa. Fiduc. Rep. 406 (Orphans' Ct. 1971)および In re M eyer's Will,

236 N.Y.S.2d 12 (Sur. Ct. 1962)は，解除条件であると判断した。また，

ペット動物が飼主よりも先に死んだ場合，飼育予定者は贈与をうけることが

できるか否かも問題となる。この点に関して，In re A ndrews' Will, 228

N.Y.S.2d 591 (Sur. Ct. 1962)は，当該贈与を解除条件付贈与と考えるか

ら，贈与の効果は生じ，ペット動物の飼育をしない場合にのみ受贈者の権利

が 奪されるのであって，受贈者は遺産を受け取ることができると判断して

いる。

そのほか，法的根拠をまったく示さずに，ペット動物のための贈与を有効

と認める判例もある。たとえば， M artin v. Turner, 218 S.E.2d 789

(Ga. 1975)および In re Estate of Ha m pton, 331 P.2d 778 (Cal. Ct.

A pp. 1959)である。あるいは，飼主の死後，ペット動物の飼育をするため

の贈与の有効性が裁判で争われなかったため，贈与の有効性について言及し

ない判例も多数ある14）15）。

さらに，ペット動物のための遺贈またはペット動物への遺贈の有効性のほ

か，飼主の死亡時に，ペット動物を人道的な方法で始末する（destruction）

旨の遺言の条項の有効性が裁判で争われていることも注目される。飼主は，

自分が死ぬとペット動物が困惑するか，面倒を見てもらえなくなると信じて，

そのような遺言の条項をいれるようである。飼主死亡時にペット動物を始末
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する旨の遺言の条項の効力が争われた著名な事件としては，In re Capers

Esate 34 D.&2d 121 (Orphans' Ct. Pa 1964)，In re Estate of

Howard H. Brand No.28473 (unpublished) (Probate Ct.Chittenden

Cty., Vt, M arch 17, 1999) お よ び S mith v. Avanzino, No.225698

(Cal. Super. Ct., San Francisco Cty., June 17, 1980)がある。In re

Capers Esate 事件では， Wills Actに基づき遺言者がその飼犬を処分

（dispose）する権利を有するか否かが争われた。裁判所は，同法における

処分 の意味につき解釈論を展開し，判例には 処分 を拡張解釈して

殺す（destroy） という意味を持たせた事例がないという理由から，遺言

者は，自己の死後，その飼犬を殺させる権利を持たないとの判断を示した。

In re Estate of Howard H. Brand 事件は，S mith v. Avanzino事件を

引用して，飼主の死亡時に，ペット動物を人道的な方法で始末する（de‑

struction）旨の遺言の条項が公序良俗に反することを理由として無効であ

ると判示している。S mith v. Avanzino事件では，そのような遺言の条項

を無効とし，屠殺される予定だった犬の最善の利益のために，その犬を分配

されるべき遺産の目録に例外的に含める措置がとられることとなった。ただ

し，飼主死亡時にペット動物を始末する旨の遺言の条項の効力が争われない

かぎり，ペット動物の始末を阻止するために裁判所が介入する機会はない16）。

これらの事件を経て，1990年代に入ってから，ペット動物のための有効な

信託のための法律を州立法府が制定し始めた17）。

3 ペット動物飼育のための目的信託に関する制定法

3 ‐ 1 Uniform Probate Code

U PC は，徳義上の信託を認める2‐907条を置いている。次のような規定で

ある。

[Section 2‐907. Honorary Trusts; Trusts for Pets.]

(a) [Honorary Trust.] Subject to subsection (c), if (i) a trust is

for a specific lawful noncharitable purpose or for lawful

アメリカにおける飼主の死後ペット動物を飼育するための信託

647(28)



noncharitable purposes to be selected by the trustee and (ii) there

is no definite or definitely ascertainable beneficiary designated, the

trust m ay be perform ed by the trustee for [21] years but no

longer, w hether or not the terms of the trust conte m plate a

longer duration.

(b) [Trust for Pets.] Subject to this subsection and subsection

(c), a trust for the care of a designated do m estic or pet anim al is

valid. The trust terminates w hen no living anim al is covered by

the trust. A governing instru m ent m ust be liberally construed to

bring the transfer within this subsection, to presu m e against the

m erely precatory or honorary nature of the disposition, and to

carry out the general intent of the transferor. Extrinsic evidence

is ad missible in determining the transferor's intent.

(c) [A dditional Provisions A pplicable to Honorary Trusts and

Trusts for Pets.] In addition to the provisions of subsection (a) or

(b), a trust covered by either of those subsections is subject to

the following provisions:

(1) Except as expressly provided otherwise in the trust instru‑

m ent, no portion of the principal or inco m e m ay be converted to

the use of the trustee or to any use other than for the trust's

purposes or for the benefit of a covered anim al.

(2) Upon termination, the trustee shall transfer the unexpend‑

ed trust property in the following order:

(i) as directed in the trust instru m ent;

(ii) if the trust was created in a nonresiduary clause in the

transferor's will or in a codicil to the transferor's will, under the

residuary clause in the transferor's will; and (iii) if no taker is

produced by the application of subparagraph (i) or (ii), to the

transferor's heirs under Section 2‐711.

(3) For the purposes of Section 2‐707, the residuary clause is

treated as creating a future interest under the terms of a trust.

(4) The intended use of the principal or inco m e can be en‑

forced by an individual designated for that purpose in the trust

instru m ent or, if none, by an individual appointed by a court
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upon application to it by an individual.

(5) Except as ordered by the Court or required by the trust

instru m ent, no filing, report, registration, periodic accounting,

separate m aintenance of funds, appointm ent, or fee is required by

reason of the existence of the fiduciary relationship of the trustee.

(6) A Court m ay reduce the a m ount of the property trans‑

ferred, if it determines that that a m ount substantially exceeds the

a m ount required for the intended use. The a m ount of the reduc‑

tion, if any, passes as unexpended trust property under subsection

(c) (2).

(7) If no trustee is designated or no designated trustee is will‑

ing or able to serve, a Court shall na m e a trustee. A Court m ay

order the transfer of the property to another trustee, if required

to assure that the intended use is carried out and if no successor

trustee is designated in the trust instru m ent or if no designated

successor trustee agrees to serve or is able to serve. A Court m ay

also m ake such other orders and determinations as shall be advis‑

able to carry out the intent of the transferor and the purpose of

this section.

本条は，徳義上の信託およびペット動物のための信託を有効かつ強制可能

とし，かつ信託期間を制限する規定である。ただし，強制可能な徳義上の信

託およびペット動物のための信託を認めることは，伝統に反しまたは急進的

だと考える州があるため，本条は U PC において optional provisionという

位置づけとなっている18）。

本条 b 項および c 項が，特定の家畜またはペット動物を飼育するための信

託を，他の徳義上の信託と区別して規定している。多くのペット動物の飼主

の心配に対する備えであることを明らかにしている。本条は，2008年に最新

の改正が行われているが，1990年に新設され，1993年に改正されている。19

90年 U PC2‐907条では，信託期間に関して本条 a 項が21年と定めていたが，

1993年の改正により，数字に〔 〕を付して，本条を採択する州がこれと異

なる年数を定めてよいとしている19）。飼主の死後，ペット動物の飼育を目的
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とする信託の存続期間について，本条 b 項は飼育対象であるペット動物がす

べていなくなるまでと規定しているから，馬，象または亀などの長寿のペッ

ト動物の生涯の飼育を目的とする信託が， U PC によれば可能になる州もあ

る。1990年 U PC 2‐907条ではペット動物の子孫の飼育を認める文言であっ

たが，1993年改正で削除された。それ以降，本条はペット動物の子孫の飼育

のための信託を認めていない20）。

本条による信託の強制について，本条 c 項⑷号が定めている。本条 c 項⑹

号は，過度に多額の財産をペット動物の飼育のために用いる信託に対して，

裁判所が財産の減額をすることができる旨規定する。過分の財産は，本条本

項⑵号の定める順序で受け取るものが決定される。本条本項⑸号は，徳義上

の信託およびペットのための信託の受託者の管理責任を軽減することを目的

としている。裁判所または信託条項に別段の規定がないかぎり，受託者は，

登録，会計報告，決算，資金の分別管理，選任（appointm ent），手数料支

払などしなくてよい。個人が受託者として指名された場合でも引き受けるこ

とを促す趣旨の規定である。

U PC2‐907条を採択している州は， Alaska州， Arizona州，Colorado州，

Hawaii州，Illinois 州， Michigan 州， M ontana 州， North Carolina 州，

South Dakota州，および Utah州の10州である21）。

3 ‐ 2 Uniform Trust Codeおよびその他の州法

飼主の死後，ペット動物を飼育するための信託については， U T C 408条

もあり，この規定にもとづく制定法を有する州もある。 U T C408条は次の

ような規定である。

[SEC TIO N 408. T R U ST F O R C A R E O F A NIM A L.]

(a) A trust m ay be created to provide for the care of an anim al

alive during the settlor's lifetim e. The trust terminates upon the

death of the anim al or, if the trust was created to provide for the

care of m ore than one anim al alive during the settlor's lifetim e,

upon the death of the last surviving anim al.

法学研究 82 巻 12 号（2009 : 12）

644(31)



(b) A trust authorized by this section m ay be enforced by a

person appointed in the terms of the trust or, if no person is so

appointed, by a person appointed by the court. A person having

an interest in the welfare of the anim al m ay request the court to

appoint a person to enforce the trust or to re m ove a person ap‑

pointed.

(c) Property of a trust authorized by this section m ay be applied

only to its intended use, except to the extent the court deter‑

mines that the value of the trust property exceeds the a m ount re‑

quired for the intended use. Except as otherwise provided in the

terms of the trust, property not required for the intended use

m ust be distributed to the settlor, if then living, otherwise to the

settlor's successors in interest.

U T C408条と U PC2‐907条とでは，飼育の対象となる動物について，若

干の違いがある。 U T C では，信託設定時に生存する動物を飼育対象とする

のが原則であるが，委託者死亡前であれば，信託設定後に飼育の対象となる

動物を追加してよく，信託設定時に誕生していないが懐胎されている動物も

飼育の対象としてよい22）。通常，ペット動物の飼主は，自分に依存している

ペットとその子孫のことを，誕生していようとしていまいと心配するもので

あり，最初のペット動物が信託受益者となった時点で懐胎されている動物を，

信託の飼育対象としても，そのような先例があることおよびペット動物の寿

命が人間よりも短いことから，公序良俗に反する財産の譲渡制限にはならな

いと考えられるため，このような規定となっている23）。これに対して，

U PC は，信託証書によって特定される家畜またはペットが飼育対象であり，

1993年 U PC 改正の経緯を考慮すると，その家畜またはペットの子孫の飼育

を含まない。ただし， U PC の実際の運用として，信託設定時に誕生してい

ないが懐胎されている動物を，委託者死亡前に，信託証書で特定できると解

することができるならば， U T C に拠る場合と違いはないと考えられる。し

かし， U PC では飼育対象にできるのは 1 匹だけと解釈するようである24）。

いずれにせよ，目的信託によって飼育する動物を個体特定が可能な範囲に
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とどめている理由は，この信託がペット動物の飼育のためのものだからと考

えられる。Breederや農夫が繁殖している動物の血統を絶やさないための信

託ではないからである。たとえばこのような必要がある Breeder等は，繁

殖している動物，装備，施設および土地などをひとつの事業として，信託，

limited liability co m pany およびその他の法主体に譲渡する手段を利用す

べきだと考えられる25）。

また， U T C の方が U PC に比べて，受託者にたとえば説明義務などの伝

統的な信認法理に従うことを要求しており，それを適切であると評価する立

場もある26）。

U PC2‐907条 c 項⑹号および U T C408条 c 項は，共に，当該ペット動物

飼育のために必要以上の価額の財産が信託として保有されていると裁判所が

判断する場合には，その超過額を信託財産から減額することを認めている。

これらの規定には批判がある。当該ペット動物のこれまでのライフ・スタイ

ルを参考にして，常勤の飼育者が必要か否か，その飼育者への賃金の妥当性，

当該ペット動物が余生においてどれほどマフィンとビスケットを食べるかな

どに関連する，当該動物飼育のための信託財産の価額の妥当性を，裁判所よ

りも飼主の方がよく判断できるからである27）。

U PC2‐907条 c 項⑴号および U T C408条 c 項は，信託条項に別段の規定

がある場合を除き，信託財産およびそこから生じる利子を，信託目的以外に

転用してはならない旨規定する。これらの規定自体は当然の規定であるが，

たとえば目的信託によって飼育するペット動物が飼育者に怪我を負わせた場

合，信託条項に明示の規定がないかぎり，飼育者に対して信託財産から損害

賠償の支払をすることが，飼育対象となっている動物の利益および委託者の

意思実現といえるか否かは，同様の規定を持つカリフォルニア州において未

解決の問題とされている28）。

U T C409条は，同408条に該当しない目的信託に適用される規定となって

いる。次のような規定である。

[SEC TIO N 409. N O N C H A RIT A BLE T R U ST W IT H O U T A SCE R‑

T AIN A BLE BE N EFICIA R Y.]

法学研究 82 巻 12 号（2009 : 12）

642(33)



Except as otherwise provided in Section 408 or by another statute,

the following rules apply:

(1) A trust m ay be created for a noncharitable purpose without

a definite or definitely ascertainable beneficiary or for a nonchari‑

table but otherwise valid purpose to be selected by the trustee.

The trust m ay not be enforced for m ore than [21] years.

(2) A trust authorized by this section m ay be enforced by a per‑

son appointed in the terms of the trust or, if no person is so ap‑

pointed, by a person appointed by the court.

(3) Property of a trust authorized by this section m ay be applied

only to its intended use, except to the extent the court deter‑

mines that the value of the trust property exceeds the a m ount re‑

quired for the intended use. Except as otherwise provided in the

terms of the trust, property not required for the intended use

m ust be distributed to the settlor, if then living, otherwise to the

settlor's successors in interest.

目的信託の存続期間を21年としているが，この期間を経過しても信託が無

効になるわけではなく，強制不能となるだけである。この場合，おそらく，

裁判所は，申立てがあれば，信託条項の諸規定が強制不能であるかぎり，信

託の無効を宣言するであろう。信託の無効が宣言されると，信託条項に別段

の規定がないかぎり，信託財産が委託者または委託者の遺産に帰属する。通

常，委託者は，21年経過後，信託目的達成後または信託目的不達成後の信託

財産の処分について信託条項の定めを置くものであろう29）。 U PC2‐907条と

同様に，信託の存続期間は採択する州がそれぞれ適切な期間を定めてよいこ

ととされている30）。

U T C408 条を採択している州は， Alaba m a 州， Arkansas 州，District

of Colu m bia 州， Kansas 州， M aine 州， Missouri 州， Nebraska 州，

New Ha m pshire 州， New M exico 州， North Dakota 州，Ohio 州，Or‑

egon 州，Pennsylvania 州，South Dakota 州，Tennessee 州，Verm ont

州，Virginia州，および W yo ming州で，合計18州である31）。

California 州，Connecticut 州，Delaware 州，Idaho 州，Indiana 州，
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Nevada州， New Jersey州， New York州，Rhode Island州， W ashing‑

ton州は， U PC にも U T C にも依拠しない，ペット動物の飼育のための信託

に関する制定法を持っている32）。たとえば， New York 州のペット動物の

飼育のための信託に関する制定法は33）， U PC とほぼ同様の内容となってい

が， New York 州法に基づくペット動物の飼育のための信託は強制可能で

あり，信託期間は21年間またはペット動物が死ぬまでのいずれか短い方と規

定されている34）。

なお，Florida州および M aryland州については独自の制定法を有すると

いう情報と U T C408条を採択しているとする情報がある。 Texas州につい

ては独自の制定法を有するという情報と U PC2‐907条を採択しているとい

う情報がある。 Wisconsin 州は飼主の死後のペット飼育のための信託を認

めているが，その信託は強制不能である35）。

3 ‐ 3 永久拘束禁止則

永久拘束禁止則は，第 1 に財産権が自由に譲渡され，第 2 に財産権が死者

の支配を離れ，生きている者によって支配されることを保証するという趣旨

の準則である。この趣旨を踏まえた the wait‐and‐see doctrineおよび the

U niform Statutory Rule against Perpetuitiesという 2 つの方向に改革

されつつあるが，perpetual trustを認める州の立法により，改革の意味が

徐々に失われている36）。Perpetual trustとは，文字通り，委託者が，将来

永久に，財産処分をコントロールすることを認める信託であり，この信託を

認める州では永久拘束禁止則を変更せざるをえない。Perpetual trustの繁

栄は，相続時の課税制度についての改正が原因である。相続があった時に原

則的に適用される連邦遺産税（federal estate tax）が改正され， Genera‑

tion Skipping Transfer Taxが導入されて，たとえば信託の収益の支払を

受けていた子が死亡してその子（委託者の孫）が収益を生涯受ける権利を取

得するときに，または委託者の孫が死亡してその子が元本を取得するときに

納税しなければならない制度となったが，同時に GST の控除額が2008年に

は元本350万ドルまで認められ，これらの相続税法は信託の存続期間を制限
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しなかったという事情による。これで，ペット動物の飼育のための徳義上の

信託の有効性を争う根拠が減ったことになる。

4 飼主の死後ペット動物の飼育をする方法

アメリカでは，飼主の死後，ペット動物の飼育の法的枠組みとしては，い

くつかの方法がある。以下，それぞれを紹介する。

4 ‐ 1 ペット飼育者への条件付贈与をするための信託

これは，遺言または生存者間で，人間を受益者とする強制可能な信託を設

定し，受益者がペット動物の飼育を行うという方法である。受益者が適切に

ペット動物の飼育を行っているかぎり，受託者は，ペット動物のための支出

をまかなうために，受益者に対して資金を分配する義務を負う。これが最も

予測可能で信頼できる方法である。この場合，受益者が人間であるため，信

託を強制することが可能であり，かつ同様の理由から永久拘束禁止則を適用

する上で，期間を算定する基準となる人間が存在するので，徳義上の信託に

関する伝統的な問題を回避することが可能となる。したがって，人間を受益

者とする場合であっても，永久拘束禁止則が適用される州においては，信託

期間をペット動物の寿命を基準としてはならない。

ただし，この方法による場合にも，留意点がある。第 1 に，生存者間また

は遺言のどちらで信託を設定するかという問題である。生存者間の信託は直

ちに成立し，飼主の死亡時に直ちに飼育が行われるが，信託財産を分離して

管理しておく必要があるなど，初期費用が余分にかかる。他方で，遺言信託

は，飼主の死からペット動物の飼育開始までに間があき，一度設定するとそ

の変更のための手続が厳格で，新たな遺言または遺言補足書（codicil）の作

成を要する。

第 2 に，飼育者となる受益者の人選を慎重にしなければならない。受益者

が信託を強制する地位およびペット動物を飼育する立場に立つからである。

複数の代用飼育者を指名し，最初の候補者が飼育をできない場合に備える。
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受託者にペット動物を預かる家庭を選択する権限を与えておけば，ペット動

物が飼育者のいない状態にならずにすむ。ただし，飼育者と金銭提供者を分

離しておかないと抑制と均衡が働かなくなるので，受託者が自分自身を飼育

者として選任しないようにする。

第 3 に，ペット動物のための財産の管理をする意欲のある受託者を選ぶ必

要がある。受託者は，ペット動物の心理的身体的状態を検査する義務を負う。

もし飼主に資金的余裕があれば，受託者へ手当てを支払うべきである。受託

者が信託終了前に職務を遂行できなくなることに備えて，代わりの受託者を

選任し，かつその代わりの受託者に，当初の受託者を解任する権限を与えて

もよい。

第 4 に，ペット動物の所有権を受託者に信託として譲渡し，受益者である

飼育係にペット動物を現実に占有させる。

第 5 に，信託財産額として，ペット動物の飼育に必要な資産の価額ならび

に飼育者および受託者への支払額を慎重に算定する必要がある。この価額が

大きすぎると相続人等の利害関係人が遺言の効力を争う可能性が高まり37），

裁判所が合理的な金額まで減額することもある。たとえば， U T C 408条 c

項および U PC2‐907条 c 項⑹号は裁判所による信託財産の減額の根拠を定

めている。受託者が受益者への毎月の分配金を支払う方法としては，実際の

支出にかかわらず一定金額を支払うのが最も単純な方法である。費用が分配

金を上回る場合には受託者が弁済することを認めることも考えられる。ある

いは，受託者が常に実際の費用を受益者に補償する方法も考えられる。状況

に応じて，ペット動物の飼育者である受益者に，ペット動物の世話にかかる

合理的な費用以外にも，支払をすることが適切なこともある。

第 6 に，ペット動物の食事，住居，グルーミング，医療水準，葬儀方法な

どに関して，あるべき水準を受託者に対して明示するべきである。この水準

を基準として，飼育者が浪費をしたか否かを判断する。

第 7 に，ペット動物死亡時に信託財産を取得する残余権受益者（re m ain‑

der beneficiary）を，飼主が明示すべきである。ただし，受益者である飼

育者を残余権受益者にすべきでない。ペット動物の飼育をする経済的動機を
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欠くことになるからである。なお，残存する元本が小額であり，すでにペッ

ト動物の飼育のために適切な措置がとられていると判断する場合には，ペッ

ト動物の死亡前に受託者が信託を終了する権限を，飼主が受託者に付与する

こともありうる。

最後に，飼育をするペット動物が取り替えられないような措置をとる38）。

最も簡単な方法は，ペット動物の特徴の記述，獣医師の記録および写真を信

託証書に含めておくことである。あるいは，マイクロチップをペット動物に

内蔵させる方法もある。しかし，マイクロチップを他の動物に移植して，飼

育者が詐欺を行う可能性がある。したがって，最善の方法はペット動物の

D N A サンプルを採取して，同一性の確認ができるようにすることである39）。

4 ‐ 2 強制可能な目的信託

目的信託を利用する場合，飼育対象であるペット動物を飼育者に対して飼

主が特定遺贈する。そのペット動物の飼育費をまかなう財産を受託者に飼主

が信託する。受託者は飼育者に対して，飼育費およびそれにかかる税を支払

う。 U T C408条に従って目的信託を設定する場合の遺言条項の例は次の通

りである40）。ただし，飼育対象であるペット動物を信託として受託者へ特定

遺贈し，かつ飼育者へそのペット動物を引き渡すべき指示をすべきだとの立

場もある41）。

I heraby bequeath m y beloved and cherished dog, M ooki,

to＿＿＿＿＿＿＿＿as caretaker of him. If＿＿＿＿＿＿is un willing

or unable to care for M ooki, I then no minate [a fa mily m e m ber]

w ho is able and willing to care for M ooki to be selected

by＿＿＿＿＿＿. If [a fa mily m e m ber] is unable or un willing to

care for M ooki, I authorize＿＿＿＿＿＿to select a caretaker fro m

an appropriate nonprofit agency that provides for the perpetual

care and co mfort of orphaned co m panion anim als by a specific in‑

dividual. I leave specific instructions for the care of him in m y

safety deposit box. A dditional instructions are to ensure that he is
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provided with an adequate opportunity every day to exercise and

socialize, in accordance with his needs, and that he is properly

groo m ed and fed, and provided a safe, clean and warm place to

reside.

＿＿＿

1. I hereby appoint＿＿＿＿＿＿to act as

Trustee. If he/she is un willing or unable to serve, then I ap‑

point＿＿＿＿＿＿to act as Successor Trustee of the M ooki Trust.

2. The Trustee of the

Trust shall distribute both inco m e and principal if needed, fro m

the Trust to the caretaker of m y dog M ooki, on a se mi‐annual

basis or m ore frequently if required, in an a m ount equal to the

expenses incurred by the caretaker for M ooki's care, co mfort,

m aintenance and support. The trustee shall also distribute an

a m ount equal to the a m ount of excess personal inco m e taxes (both

state and federal) incurred by such distribution to the caretaker

for purposes of paying any additional taxes incurred by him/her

for receiving such distributions. I recognize this m ay be circuitous

calculation and that additional taxes m y be due upon the distribu‑

tion of funds to pay the excess taxes, and thus, the Trustee is in‑

structed to use w hatever m eans possible to ensure that the excess

distribution for pay m ent of taxes is not in and of itself a taxable

distribution. Distributions shall be m ade even though any such ap‑

plication or applications m ay result in the termination of the

Trust. At the end of each year of this Trust, the Trustee shall

accu m ulate and add to principal any net inco m e not so applied,

and capitalized inco m e thereafter shall be disposed of as a part of

such principal.

3. . The trustee shall be e m powered with

all the rights and responsibilities granted by state law in addition

to those ite ms specifically listed.

(a) To purchase life, liability, casualty, canine health care and

any other type of insurance.
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(b) To e m ploy agents, assistants, counsel, and brokers, and to

delegate powers to the m and to pay their reasonable fees and ex‑

penses.

(c) To establish adequate reserves for appropriate purposes.

4. . The Testatrix authorizes the

Trustee to retain pay m ent for his/her services as Trustee fro m

the assets of the Trust at a rate that is reasonable co m pensation

in accordance with his/her skill, services and tim e attributable to

the m anage m ent of this Trust.

5. . The Trustee shall be respon‑

sible for overseeing M ooki's care. Specifically, the Trustee is e m‑

powered to oversee M ooki's care and is granted the following

powers :

(a) The Trustee shall be entitled to, and shall receive, a copy of

M ooki's veterinary records each and every tim e he visits the vet‑

erinarian. The failure of the caretaker to ensure adequate m edical

treatm ent for M ooki shall be cause for the Trustee to discharge

the caretaker. Such a determination is to be m ade by a licensed

veterinarian e m ployed with or by the [Designated A nim al Clinic]

or any successor veterinarian clinic to the [Designated A nim al

Clinic].

(b) The Trustee shall be entitled to periodic inspections to en‑

sure that M ooki is being well cared for. Failure to properly care

for M ooki shall be cause for the Trustee to discharge the care‑

taker. Such failure shall be determined by a licensed veterinarian

e m ployed with or by the [Designated A nim al Clinic] or any suc‑

cessor veterinarian clinic to the [Designated A nim al Clinic].

(c) The Trustee shall authorize the euthanasia of M ooki, upon

the certification of a licensed veterinarian e m ployed with or by

the [Designated A nim al Clinic] or any successor veterinarian clinic

to the [Designated A nim al Clinic], that it is appropriate and in his

best interest and he no longer has any quality of life or is in un‑

m anageable pain.

6. . Upon M ooki's death, the Trust shall
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terminate and any undistributed inco m e and principle shall be dis‑

tributed and pass to＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿, outright. subject to

the condition that she is M ooki's caretaker at the tim e of M ooki's

death. If this condition is not m et, then to the actual caretaker at

M ooki's death, outright.

4 ‐ 3 その他の方法

第 1 に，ペット動物の条件付贈与という方法がある。いくらかの金銭と共

に，ペット動物を条件付で贈与する方法である。最も単純な方法であるが，

予測可能性には欠ける。また，贈与に付す 適切にペット動物の飼育をする

ならば という条件を，停止条件とするか解除条件とするかについて，飼主

が明示しておく必要がある。

第 2 に，獣医または anim al shelterへの贈与する方法がある。この方法

による場合，飼主の生前とはかなり異なった待遇をペット動物が受けること

になる。

第 3 に，徳義上の信託は，制定法上または裁判上有効であるが，強制不能

な徳義上の信託を利用すべきでない。飼主の相続人または受益者が，ペット

動物飼育のために財産を受託者が使用することを争うことはできないが，ペ

ット動物の飼主の意思が遂行されるか否かは，受託者がペット動物の世話を

するかしないかにかかっている。受託者が世話をしない場合，ペット動物の

世話のために使う予定の遺産は，単に残余権受益者（re m ainder benefi‑

ciary）または飼主の遺産の承継人へ渡るだけとなる42）。

5 おわりに

目的信託は，主に租税回避43）と関連した金融取引と飼主死亡後のペット動

物の飼育のために用いられているが，これらの目的のために目的信託を活用

するためには，目的信託に関する法以外にも，信託証書に必要なすべての条

項を定めることが肝要である。アメリカおよび offshoreの目的信託に関す

る法が認めている protectorおよび enforcerの制度を日本の信託法が明示

法学研究 82 巻 12 号（2009 : 12）

634(41)



的には認めていないため，これらの制度によって対処されている状況に対し

て，日本法に基づく信託を利用する場合にはどのような対応をとることにな

るのだろうか。たとえば，目的信託は自己信託によって設定できないから，

委託者が目的信託の受託者を監視できる立場となっているが，委託者が死亡

した場合に受託者の監視を誰が行うのであろうか。日本法にもとづく目的信

託において，受託者を監視する者は委託者または信託管理人である44）。そう

だとすれば信託法146条または147条の適用範囲によっては，当初の委託者以

外の者に protectorのような役割を負わせることが可能であるかもしれない。

信託法125条の 受益者のために の解釈次第では，信託管理人に enforcer

と同様の役割を負わせることもあり得るだろう。または，信託法に根拠がな

いまま，委託者および受託者の意思表示ならびにこれに対する承諾のみに基

づいて，protectorおよび enforcerを選任することになるのであろうか。

その場合には，protectorは受託者と同様の信認義務を負うのかということ

も日本法の問題として議論する必要があるだろう。

日本国内での目的信託の利用方法として，イギリスおよびアメリカと同様

に飼主の死後のペット動物の飼育のための利用が考えられる。目的信託の存

続期間が20年と定められているため，ペット飼育のために利用するのであれ

ば，この存続期間経過後も飼育対象となる動物が生存している場合，信託が

無効となる可能性も考慮しておかなければならない。かえって，受益者のい

る信託の枠組みを利用した方が，このような懸念を払拭できると思われる。
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